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はじめに

１　地方公会計制度による財務書類とは

２　燕市の地方公会計制度への取り組み
 

平成27年度 固定資産台帳の整備

平成28年度 固定資産台帳の整備

平成29年度～ 統一的な基準による財務書類作成

　地方公共団体の会計は、一年間の現金収支に着目した「現金主義・単式簿記」が採用され
ています。この会計制度は、その年度の収支など現金の動きが分かりやすい反面、資産・負
債などのストック情報や、行政サービスを提供するために発生したコストの情報が不足して
いるという弱点があります。地方公共団体においては、従来から歳入歳出決算書や地方財政
状況調査（以下、「決算統計」といいます。）等に基づいて経常収支比率等の指標を算定し
財務分析を行ってきましたが、これらの指標は収支情報を中心としたフローの情報に基づく
もので、資産や債務といったストックの情報が含まれていない点で財務分析に限界がありま
した。
　この不足した情報を補って、市の財政状況をより総合的に知っていただくために、企業会
計的な方法（「発生主義・複式簿記」）で『地方公会計制度による財務書類』を作成し、公
表しています。

（例）現金100万円で自動車を1台購入した場合

　本市においては、財政の透明性の確保や説明責任の一層の履行を果たすとともに、新しい
公会計の整備の過程で必要となる資産・債務の適切な管理や財務書類４表の分析結果の行政
経営への活用を目的として、総務省の示す方式（「総務省方式改訂モデル（以下「改訂モデ
ル」といいます。）に基づき、連結ベースの財務書類４表を平成20年度決算から作成してき
ました。
　この地方公会計制度は、今までの公会計制度（現金主義、単式簿記）において対応しきれ
なかった「発生主義、複式簿記」への対応や、特別会計・第三セクターなどの連結団体を含
めること等を目的に作られており、より企業会計に近いものとなっています。
　しかし、これまでは、財務書類の作成基準について、総務省の示す２方式（基準モデル、
改訂モデル）及び東京都の独自方式など複数の基準が存在し、一律に他団体との比較を行う
ことが困難な状況でした。
　こうした現状の下、総務省より平成27年１月23日付で、「統一的な基準による地方公会
計の整備促進の要請」があったため、本市においては、段階的に「統一的な基準」による財
務書類の作成の取り組みを進めてまいりました。

【単式簿記・官庁会計】現金の動きのわかりやすさ・予算の適正な執行管理

現金支出として100万円を記帳する

歳出　自動車購入費100万円

【複式簿記・企業会計】ストック（資産負債）情報の見える化

現金支出（現金の減少）と自動車取得（資産の増加）を記帳

資産の増加（借方）

　自動車100万円

現金の減少（貸方）

　現金　100万円
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3　「統一的な基準」の導入

出典：総務省自治財政局財務調査課「今後の地方公会計の整備促進について」

②固定資産台帳
による資産の把
握

決算統計などの決算資料を基に取得
価額を算出し、資産の種類ごとに耐
用年数を設定して減価償却費を計算

固定資産台帳を整備して資産１件ご
とに評価することで、公共施設等の
更新費用の推計が行え、公共施設等
のマネジメントへの利用が可能

③比較可能性の
確保

「改訂モデル」基準で作成の団体と
比較が可能

作成基準が統一されたことで、全団
体との比較が可能

総務省方式改訂モデル 統一的な基準

①複式仕訳の導
入
（単式伝票の期
末一括複式化）

決算統計などの決算資料を基に簡便
的に作成

支出伝票単位の複式仕訳（実際の取
引内容に基づいて原因・結果の二つ
の側面に分けて記録）を導入するこ
とで、より正確な資産・負債等の状
況把握が可能

　本市において、これまで作成・公表してきた「改訂モデル」とは、次の３点が異なります。
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4　財務書類の区分について

・公共下水道事業特別会計

・水道事業会計

5　作成基準日

6　端数処理

※下記の事業会計については、燕・弥彦総合事務組合へ事業移管されたため、令和元年度末
財務書類より連結会計へ移行しています。

　新潟県市町村総合事務組合

　燕西蒲勤労者福祉サービスセンター

　県央土地開発公社

　吉田環境衛生公社

※下記の事業会計については、公営企業法適用の移行期間中のため、対象範囲に含めていま
せん。

　新潟県三条・燕総合グラウンド施設組合

　燕三条地場産業振興センター

　介護保険事業特別会計

　燕・弥彦総合事務組合（水道事業会計含む）

　西蒲原福祉事務組合

　三条・燕・南蒲広域養護老人ホーム施設組合

　国民健康保険特別会計

　後期高齢者医療特別会計

　新潟県後期高齢者医療広域連合

　文中、財務書類は数値を四捨五入しているため合計が一致しません。また、「約」の表示
も省略しています。
　四捨五入において、１千円未満となったものは「0」と表記しています。

連結会計 全体会計 一般会計等 　一般会計

　土地取得特別会計

　令和元年度末（令和2年3月31日）を基準日として作成しています。なお、令和元年度分
の出納整理期間（令和2年4月1日から令和2年5月31日まで）における出納については、基
準日までに終了したものとして取り扱っています。

　統一的な基準において、財務書類は、一般会計等、全体会計、連結会計の３種類を作成す
ることとされています。

　燕市の区分は以下の通りです。
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅰ作成に関する基本的事項

第１章　一般会計等財務書類４表について

Ⅰ　作成に関する基本的事項

1　作成モデル及び作成財務書類

2　作成の対象範囲

① 一般会計

② 土地取得特別会計

3　作成基準日

4　有形固定資産の評価基準

ア　取得価額が判明している場合

・昭和60年度以降取得分・・・取得原価により評価

・昭和59年度以前取得分・・・再調達原価により評価。ただし、道路・河川・水路

のみ備忘価額1円で評価

イ　取得価額が判明しない場合

・再調達原価により評価

・道路・河川・水路の敷地のみ、備忘価額1円で評価

5　減価償却

6　有価証券等の評価基準及び評価方法

ア　出資金のうち、市場価格があるもの

会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額としています。

イ　出資金のうち、市場価格がないもの

出資金額をもって貸借対照表価額としています。

　平成27年1月に総務省が示した「統一的な基準による地方公会計マニュアル」に基づ

き、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書の財務書類４

表を作成しています。

　普通会計を対象としています。普通会計とは、決算統計で用いられる会計区分で、本市

の場合は次の会計で構成されています。

　令和元年度末（令和2年3月31日）を基準日として作成しています。なお、令和元年度

分の出納整理期間（令和2年4月1日から令和2年5月31日まで）における出納について

は、基準日までに終了したものとして取り扱っています。

　開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なも

のは原則として再調達原価としています。

　また開始後については、原則として取得原価とし再調達原価による評価は行わないこと

としております。

　減価償却は原則として、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に従い、種類の区

分ごとに定額法によって行うものとしています。
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅰ作成に関する基本的事項

7　引当金の計上基準及び算定方法

（1）徴収不能引当金

（2）賞与等引当金

（3）退職手当引当金

（4）損失補償等引当金

8　リース取引の処理方法

9　資金収支計算書における資金の範囲

10　その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

（1）物品および工作物の計上基準

（2）消費税等の会計処理

　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を

行っています（少額リース資産及び短期リース取引には簡便的な取扱いをし、通常の賃貸

借に係る方法に準じて会計処理を行っています）。

　税込み方式によります。

　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3カ月以内の短期投資等）を資金範

囲としています。このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発

生する資金の受払いも含んでいます。

　物品および工作物については、原則として取得原価または再調達原価が50万円以上の

ものを計上しています。

　過去5年間の平均不納欠損率により計上しています。

　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当及び法定福利費のうち、全支給対象期間に対す
る本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しています。

　地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込み額算定方法に
従っています。

　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全
化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上していま
す。
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅱ貸借対照表

Ⅱ　貸借対照表

１　貸借対照表の説明

(1) 貸借対照表【BS：Balance Sheet】とは

(2) 貸借対照表の構成要素

（例：土地、建物、基金、現金等） （例：地方債、将来支払うべき退職金）

（例：資産形成に充当した、

消費可能な資源の蓄積）

①　資産

②　負債

③　純資産

　貸借対照表とは、会計年度末（基準日）時点で、地方公共団体がどのような資産を保有

しているのか（資産保有状況）と、その資産がどのような財源でまかなわれているのか

（財源調達状況）を、総括的に対照表示した財務書類です。貸借対照表により、基準日時

点における地方公共団体の財政状況（資産・負債・純資産といったストック項目の残高）

が明らかにされます。貸借対照表は、資産合計額と負債・純資産額合計額が一致し、左右

がバランスしている表であることからバランスシートとも呼ばれます。

これまでに取得した資産

（ア）固定資産

（イ）流動資産

　貸借対照表は、図のように「資産」、「負債」及び「純資産」から構成されています。

　「資産」は、「固定資産」及び「流動資産」に分類され、これまでに取得した資産
を表します。「固定資産」には、長期間にわたり市民サービスの提供に使用される資
産で、物的な形を有する「有形固定資産」、物的な形を有さない「無形固定資産」、
地方独立行政法人、第三セクター等への出資・出えん金や有価証券などの「投資その
他の資産」があります。「流動資産」には、現金預金や財政調整基金、減債基金に代
表される基金などがあります。

　「負債」とは、将来、債権者に対する支払や返済により地方公共団体から資金流出

をもたらすものです。負債に計上される主な項目として地方債があります。地方債

は、将来償還していく義務があるため負債へ計上されます。また、地方債は、公共資

産など住民サービスを提供するために保有する財産の財源として見た場合、住民サー

ビスを受ける世代間の公平性の観点から発行されると言われています。このため、負

債は「将来世代が負担する部分」という見方ができます。

　「純資産」とは、資産と負債の差額です。住民サービスを提供するために保有する

財産の財源として見た場合、負債が「将来世代が負担する部分」という見方ができる

のに対して、純資産は「現在までの世代が負担した部分」という見方ができます。

将来世代の負担

過去及び現世代の負担

純 資 産

借　方（資産） 貸　方（負債）
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅱ貸借対照表

２　燕市の一般会計等貸借対照表
（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 154,281,620   固定負債 49,132,239

    有形固定資産 150,693,674     地方債 43,887,550

      事業用資産 60,858,662     長期未払金 77,635

        土地 31,925,113     退職手当引当金 5,167,055

        立木竹 4,810     損失補償等引当金 -

        建物 66,771,395     その他 -

        建物減価償却累計額 -38,293,909   流動負債 4,953,874

        工作物 742,334     １年内償還予定地方債 4,298,577

        工作物減価償却累計額 -384,656     未払金 17,745

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 291,235

        航空機 -     預り金 346,317

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 54,086,113

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 93,576   固定資産等形成分 157,389,805

      インフラ資産 89,560,820   余剰分（不足分） -52,531,468

        土地 10,154,690

        建物 580,594

        建物減価償却累計額 -330,065

        工作物 145,554,316

        工作物減価償却累計額 -66,501,854

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 103,139

      物品 1,910,936

      物品減価償却累計額 -1,636,744

    無形固定資産 1,026

      ソフトウェア 1,026

      その他 -

    投資その他の資産 3,586,921

      投資及び出資金 248,223

        有価証券 126

        出資金 248,097

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 619,008

      長期貸付金 394,992

      基金 2,350,742

        減債基金 -

        その他 2,350,742

      その他 -

      徴収不能引当金 -26,044

  流動資産 4,662,830

    現金預金 1,444,818

    未収金 109,828

    短期貸付金 -

    基金 3,108,185

      財政調整基金 2,464,609

      減債基金 643,576

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 - 純資産合計 104,858,337

資産合計 158,944,450 負債及び純資産合計 158,944,450
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅱ貸借対照表

３　一般会計等貸借対照表による燕市の財政状況

(1) 資産の部

①　固定資産

ⅰ　有形固定資産

【有形固定資産の行政目的別割合】

（単位：千円、％）

ⅱ　無形固定資産

生活インフラ・国土保全

総務

産業振興

福祉

消防・環境衛生

25.6

150,693,675

7,013,108

100.0合 計

6,554,931 4.4

3,834,907

4.7

3,485,329

2.5

　「固定資産」は、「有形固定資産」と「無形固定資産」、「投資その他の資産」か
ら構成されており、資産の大部分を占めています。本市でも資産総額が1,589億
4,445万円であるのに対して、固定資産合計は1,542億8,162万円であり、資産総額
の97.07％を構成しています。

　「有形固定資産」とは、長期間にわたって住民サービスを提供するために使用され
るもので、土地、建物、工作物、物品などが該当します。ここに計上されている金額
は、昭和59年度以前取得分については再調達原価により、昭和60年度以降取得分につ
いては取得原価により評価し計上しており、本市では1,506億9,367万円となってい
ます。
　また、「有形固定資産」は、行政目的別に区分されています。本市の行政目的別有
形固定資産計上額を見ると、金額の大きい順に、「生活インフラ、国土保全」が912
億3,234万円（構成割合60.5％）、「教育」が385億7,306万円（同25.6％）と
なっています。道路橋りょうや下水路などの生活インフラ施設や小中学校などの教育
施設の整備に力を入れてきたことがわかります。

38,573,059

2.3

構成割合

60.5

区 分

91,232,341

金　　　額

教育

　「無形固定資産」とは、主に電算システムなどのソフトウェアが該当します。取得
価額により評価し計上されます。
　本市の令和元年度末時点の無形固定資産は103万円となっています。

生活インフラ・国

土保全

60.5

教育

25.6 総務

4.7
産業振興

2.3
福祉

4.4
消防・環境衛生

2.5

その他

13.9

【有形固定資産の行政目的別割合（％）】
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅱ貸借対照表

ⅲ　投資その他の資産

ア　投資及び出資金

イ　長期貸付金

付属資料1

（単位：千円）

ウ　基金

付属資料2

　「投資その他の資産」には、第三セクター等への出資金や奨学金等の貸付金、基
金、回収期限が到来してから1年以上回収できない債権（長期延滞債権）などが計上さ
れています。

　「投資及び出資金」とは、公益法人等に対する出資金・出えん金で、これらは公

益法人等を通じて行政サービスの提供に活用されているものです。本市の場合は、

合計で2億4,822万円を計上しています。

合 計

貸 付 金 名 称

奨学金貸付金（仲治基金含む）

62,445 394,992

平成30度末
残　高

当年度増加 当年度減少
令和元年度末

現在高

入学準備金貸付金

0 1,314 0 1,314

398,683 54,640 62,128 391,195

1,000 1,800 317 2,483

399,683 57,754

児童福祉施設整備事業貸付金

　「貸付金」には、奨学金などの福祉的な目的の貸付金があります。本市では、奨

学金の貸付金や入学準備金の貸付金、児童福祉施設整備の貸付金で3億9,499万円を

計上しています。

　「基金」には、特定の目的に資金を積み立てる特定目的基金（「その他特定目的

基金」）及び特定の目的のために定額の資金を運用する定額運用基金（「土地開発

基金」、「その他定額運用基金」）、繰上償還相当額を積み立てる「減債基金」が

該当します。本市では、これら合計で23億5,074万円を計上しています。

　なお、「財政調整基金」、歳計剰余金処分により積み立てた「減債基金」につい

ては、流動資産において計上しています。

（単位：千円）

種類 現金預金 土地
合計


(貸借対照表計上額)
(参考)財産に関する


調書記載額
財政調整基金 2,464,609 - 2,464,609 2,464,609

減債基金（流動資産） 643,576 - 643,576 643,576
社会福祉事業基金 14,871 14,871 14,871

環境整備基金 1,287 1,287 1,287
産業振興事業基金 9,125 9,125 9,125
仲治特別奨学基金 154,622 154,622 154,622

義務教育施設整備事業基金 1,616 1,616 1,616
子ども夢基金 129,520 129,520 129,520

美術品取得基金 10,778 10,778 10,778
入学準備金貸付基金 7,512 7,512 7,512
ふるさと燕応援基金 1,547,362 1,547,362 1,547,362

森林環境保全金 2,307 2,307 2,307
ガス事業譲渡精算金活用基金 316,895 316,895 316,895

一般旅券印紙等購買基金 499 2,000 2,000
土地開発基金 91,680 61,165 152,845 150,428

合計 5,396,259 61,165 5,458,925 5,456,508
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅱ貸借対照表

エ　長期延滞債権

オ　徴収不能引当金

③　流動資産

ア　現金預金

イ　未収金

付属資料3

　「流動資産」には、現金や必要に応じてすぐに使える基金、市税等の未収入金等が

計上されます。

　「現金預金」には、「現金（手許現金及び要求払預金）」、「現金同等物（3カ月

以内の短期投資等）」があります。このうち現金同等物は、短期投資のほか、出納

整理期間中の取引により発生する現金預金の受払いも含みます。

　「歳計外現金」及びそれに対応する負債は、その残高を「現金預金」及び「預り

金」として貸借対照表に計上しています。

　「長期延滞債権」とは、納付期限や回収期限から１年以上経過しているにもかか

わらず、いまだに収入されていない債権を指します。本市では、市税や市営住宅使

用料等の滞納繰越分6億1,901万円を計上しています。

　「未収金」は、その年度の歳入として調定したが、まだ収入がないものを「税収

等」、「使用料及び手数料」、「その他の収入」、「資産売却収入」に区分して表

示しています。なお、納付（回収）期限から１年以上経過した債権は「長期延滞債

権」に計上されますので、「未収金」には、滞納期間が1年未満の債権のみが計上さ

れていることになります。本市では、「税収等」、「使用料及び手数料」、「その

他の収入」、「資産売却収入」を合せて1億983万円の未収金を計上しています。

　「貸付金」及び「長期延滞債権」のうち徴収不能となることが見込まれている金

額を「徴収不能引当金」として表示しています。本市の場合、「長期延滞債権」の

うち2,604万円が徴収不能となることが見込まれています。

（単位：千円）
相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【未収金】
税収等 108,009 0

使用料及び手数料 1,809 0
その他の収入 8 0

合計 109,826 0
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅱ貸借対照表

(2) 負債の部

①　固定負債

ア　地方債

イ　長期未払金

ウ　退職手当引当金

②　流動負債

ア　1年内償還予定地方債

イ　未払金

　「1年内償還予定地方債」とは、地方債現在高のうち翌年度償還予定額です。本市

では、42億9,858万円を計上しています。

　「地方債」には、地方債現在高のうち翌々年度以降に償還されるものが計上され

ます。したがって、地方債残高の総額は、固定負債の「地方債」と流動負債の「1年

内償還予定地方債」を合計したものとなります。本市では、「地方債」の438億

8,755万円と「1年内償還予定地方債」の42億9,858万円を合計した地方債残高の

総額は481億8,613万円となっています。

　「退職手当引当金」とは、全職員が当該年度末時点で退職した場合に必要となる
退職手当額です。本市では、「退職手当引当金」として、51億6,706万円を計上し
ています。

　「流動負債」とは、１年以内に支払や返済をしなければならないものをいいます。

　会計年度末（基準日）時点までに支払義務発生の原因が生じており、その金額が

確定し、または合理的に見積もることができるものをいいます。本市では、1,775

万円を計上しています。

　「固定負債」とは、貸借対照表作成基準日の翌日から１年以降に支払や返済が行わ

れる予定のものをいいます。

　「長期未払金」とは、債務負担行為で確定債務と見なされるもの及びその他の確
定債務のうち流動負債に区分されるもの以外のものをいいます。本市では企業立地
促進補助事業に伴う補助金交付決定分のうち、翌々年度以降に支払う7,764万円を
計上しています。
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅱ貸借対照表

ウ　賞与等引当金

エ　預り金

(3) 純資産の部

①　固定資産等形成分

②　余剰分（不足分）

資産形成のための財源のうち、負債以外のもので「固定資産等形成分」及び「余剰分
（不足分）」に分けて表示しています。

　財源を将来世代も利用可能な固定資産、貸付金や基金にどの程度使ったかを表して

います。減価償却累計額控除後の固定資産残高に、流動資産のうち基金を足した金額

を計上しています。

　「賞与等引当金」とは、翌年度に支給される賞与と法定福利費のうち当年度に発

生した額です。本市では、当年度に発生した2億9,124万円を計上しています。

　「預り金」は、基準日時点において、第三者から寄託された資産に係る見返負債

が計上されます。一般会計等では、歳計外現金の残高が「預り金」となります。本

市では、3億4,632万円を計上しています。

　地方債の発行などをしている地方公共団体は、この数値がマイナスになる場合が多

く、将来世代の負担となる地方債、引当金などがどの程度あるかを表しています。基

金を控除した後の流動資産の残高から将来の支出が見込まれる負債を控除した額を計

上します。
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅲ行政コスト計算書

Ⅲ　行政コスト計算書

１　行政コスト計算書の説明

(1) 行政コスト計算書【PL：Profit and Loss statement】とは

(2) 損益計算書と行政コスト計算書との違い

(3) 行政コスト計算書の構成要素

　行政コスト計算書とは、一会計期間における地方公共団体の行政活動のうち、人的サー

ビスや給付サービスの提供など、資産の形成を伴わない経常的な行政サービスに要した費

用と、その財源となる使用料、手数料等の収入状況を表した財務書類です。行政活動の中

で経常的な費用を把握できる点が特徴で、企業会計における損益計算書にあたります。

　貸借対照表が、これまでの行政活動によって形成された建物・土地などの資産と、その

財源である地方債などのストック情報を表したものであるのに対し、行政コスト計算書

は、人的サービスや給付サービスなどの資産形成につながらない行政サービスの活動実績

をコストという側面から把握したフロー情報を表したものとなります。

　行政コスト計算書は、「経常費用」と「経常収益」から構成され、「経常費用」から

「経常収益」を差し引きしたものが「純経常行政コスト」になります。

　行政コスト計算書では、資産形成に結びつかない１年間の行政サービスを提供するにあ

たって、人件費や物件費、補助金といったどのような性質の経費が用いられたか、またこ

のような行政サービスの見返りとしての使用料や手数料といった受益者負担がどの程度で

あったかを把握することができます。

　行政コスト計算書は、企業会計における損益計算書に対応するものといえますが、損益

計算書が一会計期間の営業活動に伴う収益・費用を対比して「当期純利益」を計算するの

に対して、行政コスト計算書は一会計期間の経常的な行政活動に伴う費用と収益を対比し

て「純経常費用（純経常行政コスト）」を算出する点で大きく異なります。

　地方公共団体の行政活動は企業のように利益の獲得を目的としないこと、統一的な基準

による公会計制度では、税収を行政コスト計算書ではなく、純資産変動計算書に計上する

ことと関係します。これは、損益計算書の収益として計上される売上高は企業が提供する

財貨やサービスの直接の対価であるのに対して、税収は対価性なく住民から徴収される財

源であり、行政コスト計算書が対象とする経常的な行政活動のほか、インフラ資産などの

資産形成等にも用いられることを予定した財源であることによります。
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅲ行政コスト計算書

２　燕市の一般会計等行政コスト計算書

（単位：千円）

純行政コスト 33,915,439

  臨時利益 -

    資産売却益 -

    その他 -

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時損失 8,909

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 8,909

    使用料及び手数料 206,041

    その他 456,849

純経常行政コスト 33,906,530

      他会計への繰出金 3,252,352

      その他 40,190

  経常収益 662,890

    移転費用 13,032,337

      補助金等 5,630,622

      社会保障給付 4,109,174

        支払利息 119,300

        徴収不能引当金繰入額 26,044

        その他 192,280

        減価償却費 8,639,070

        その他 -

      その他の業務費用 337,624

      物件費等 16,143,611

        物件費 7,145,382

        維持補修費 359,159

        賞与等引当金繰入額 291,235

        退職手当引当金繰入額 192,656

        その他 984,599

    業務費用 21,537,082

      人件費 5,055,848

        職員給与費 3,587,358

  経常費用 34,569,420

自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅲ行政コスト計算書

３　一般会計等行政コスト計算書による燕市の財政状況

(1) 性質別行政コスト

(2) 経常収益

(3) 純経常行政コストと純行政コスト

行政コスト計算書の概要
　

【内訳】 【内訳】

業務費用（人件費・物件費等） 使用料及び手数料
その他（財産収入、雑入等）

移転費用（補助金、社会保障給付等） 臨時利益（資産除売却益）

臨時損失（資産除売却損等）

費　用　34,578,329千円 収　益　662,890千円

純行政コスト　33,915,439千円

市税・地方交付税などによって賄うコスト

サービスの利用者が直接負担する
　　　　　　　　　　使用料・手数料など

施設整備以外に係る行政サービスの費用

206,041

456,849

0

21,537,082

（単位：千円） （単位：千円）

13,032,337

8,909

　本市の行政コスト計算書を性質別にその内訳を見ると、人件費50億5,585万円（構成

比率14.6%）、補助金等56億3,062万円（同16.3%）、社会保障給付41億917万円

（同11.9%）となっています。

　同じ行政サービスを提供するにしても、職員自らがその活動を行えば人件費の割合が大

きくなります。一方、外部の団体等に委託しその団体がサービスを提供したり、施設を賃

借し行政サービスを提供すると物件費の割合が高くなります。また、施設を建設して行政

サービスを提供する場合は、減価償却費の割合が高くなります。このように、どのような

手法で行政サービスを提供するかによって、コスト構造は異なってきます。

　経常費用と経常収益を比べると一般的には大幅なコスト超過となります。これは、行政

サービスを提供する上で最も重要な財源である地方税や地方交付税といった一般財源が経

常収益に含まれていないためです。

　この経常費用と経常収益との差額である純経常行政コストに臨時利益（資産売却益など

臨時的に発生するもの）・臨時損失（資産除却損など臨時に発生するもの）を合わせたも

のを純行政コストといいます。この純行政コストの金額が、地方公共団体の一会計期間中

の行政活動のうち、資産形成に結びつかない経常的な活動について税収等で賄うべき額と

いうことになります。

　経常収益は、性質別には使用料・手数料とその他（財産運用収入、雑入など）に分けて

表示され、それぞれ１年間の収入額を表しています。本市では、使用料・手数料が2億

604万円、その他が4億5,685万円となっています。
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅳ純資産変動計算書

Ⅳ　純資産変動計算書

１　純資産変動計算書の説明

(1) 純資産変動計算書【NW：Net Worth statement】とは

2　燕市の一般会計等純資産変動計算書

３　一般会計等純資産計算書による燕市の財政状況

(1) 純行政コストと一般財源

　純資産変動計算書とは、貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が１年間でど

のように変動したかを表している財務書類です。貸借対照表の純資産の部は今までの世代

が負担してきた部分ですので、１年間で今までの世代が負担してきた部分が増えたのか

減ったのかが分かります。

　純資産変動計算書においては、地方税、地方交付税などの一般財源、国県支出金などの

特定財源が純資産の増加要因として直接計上され、行政コスト計算書で算出された純行政

コストが純資産の減少要因として計上されることなどを通じて、１年間の純資産総額の変

動が明らかにされます。

　行政コスト計算書から転記された純行政コストの金額に対して、一般財源及び国県等補

助金の受入の金額を見ることにより、純行政コストが受益者負担以外の経常的な財源によ

りどの程度賄われているのかが分かります。

　本市では、純行政コスト339億1,544万円に対して、税収等（地方税、地方交付税な

ど）一般財源が250億6,838万円、国県等補助金の受入が52億7,870万円であり、純行

政コストと財源との差額は35億6,835万円となっています。

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 108,377,181 163,161,734 -54,784,553

  純行政コスト（△） -33,915,439 -33,915,439

  財源 30,347,086 30,347,086

    税収等 25,068,382 25,068,382

    国県等補助金 5,278,704 5,278,704

  本年度差額 -3,568,353 -3,568,353

  固定資産等の変動（内部変動） -5,821,438 5,821,438

    有形固定資産等の増加 1,699,845 -1,699,845

    有形固定資産等の減少 -8,647,980 8,647,980

    貸付金・基金等の増加 2,737,194 -2,737,194

    貸付金・基金等の減少 -1,610,497 1,610,497

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 39,400 39,400

  その他 10,110 10,110 -

  本年度純資産変動額 -3,518,843 -5,771,928 2,253,085

本年度末純資産残高 104,858,337 157,389,805 -52,531,468

自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅴ資金収支計算書

Ⅴ　資金収支計算書

１　資金収支計算書の説明

(1) 資金収支計算書【CF:Cash Flow Statement】とは

①　業務活動収支

②　投資活動収支

③　財務活動収支
　「財務活動収支」には、地方債の償還などによる支出と地方債の発行などの収入が

計上されており、地方債の償還、新規発行による資金収支の状況が示されています。

　以上の３つの区分で表される資金収支計算書からは、自治体がどのような活動に資金を

必要とし、それをどのように賄ったのかが分かるとともに、歳計現金をどのような性質の

活動で獲得し、または使用しているのかが分かります。

　資金収支計算書とは、一会計期間における、地方公共団体の行政活動に伴う現金等の資

金の流れを性質の異なる３つの区分「業務活動収支」、「投資活動収支」、「財務活動収

支」に分けて表示した財務書類です。現金等の収支の流れを表したものであることから、

キャッシュフロー計算書とも呼ばれます。

　現金収支については、現行の歳入歳出決算書においても明らかにされますが、資金収支

計算書においては、「業務活動収支」「投資活動収支」「財務活動収支」という性質の異

なる三つの活動に大別して記載され、地方公共団体の資金が期首残高から期末残高へと増

減した原因が明らかにされるのが特徴です。

　資金収支計算書は、１年間の歳入と歳出の現金収支の状況を表したものであるため、４

つの財務書類のうち唯一現金主義に基づいて作成されています。

　「業務活動収支」が対象とする「支出」は、基本的に行政コスト計算書が発生主義

で計上する資産形成を伴わない行政活動に伴う費用を現金主義で捉え直したものであ

り、人件費や旅費、需用費、補助金、扶助費等が該当します。「収入」は、地方税、

地方交付税などの収入を計上するものです。地方公共団体は、資産形成を伴わない行

政活動のほか、施設の建設や、道路、橋梁などインフラ資産の形成なども行っていか

なければなりませんので、業務活動収支は通常、黒字に保たれます。

　「投資活動収支」には、公共事業や施設整備などによる支出とその財源である国県

等補助金や基金取崩などによる収入が計上されており、公共事業に伴う資金の使途と

その財源の状況が示されています。
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅴ資金収支計算書

2　燕市の一般会計等資金収支計算書

（単位：千円）

  業務支出 25,690,121

    業務費用支出 12,658,045

      人件費支出 4,867,590

自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

    移転費用支出 13,032,076

      補助金等支出 5,630,361

      社会保障給付支出 4,109,174

      物件費等支出 7,504,540

      支払利息支出 119,300

      その他の支出 166,614

    税収等収入 25,057,273

    国県等補助金収入 4,723,144

    使用料及び手数料収入 207,486

      他会計への繰出支出 3,252,352

      その他の支出 40,190

  業務収入 30,444,752

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 4,754,631

    その他の収入 456,850

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    基金積立金支出 2,042,304

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 553,510

【投資活動収支】

  投資活動支出 4,295,658

    公共施設等整備費支出 1,699,845

    基金取崩収入 868,596

    貸付金元金回収収入 558,201

    資産売却収入 46,855

    その他の支出 -

  投資活動収入 2,029,212

    国県等補助金収入 555,560

  財務活動支出 12,856,034

    地方債償還支出 12,856,034

    その他の支出 -

    その他の収入 -

投資活動収支 -2,266,446

【財務活動収支】

財務活動収支 -2,078,886

本年度資金収支額 409,300

前年度末資金残高 689,201

  財務活動収入 10,777,148

    地方債発行収入 10,777,148

    その他の収入 -

本年度末歳計外現金残高 346,317

本年度末現金預金残高 1,444,818

本年度末資金残高 1,098,501

前年度末歳計外現金残高 333,511

本年度歳計外現金増減額 12,806
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅴ資金収支計算書

３　一般会計等資金収支計算書による燕市の財政状況

(1) 業務活動収支の状況

(2) 投資活動収支の状況

(3) 財務活動収支の状況

④＝①-（②+③）＝4億930万円

財務活動収支の部

収支余剰　①

47億5,463万円

支　出

256億9,012万円

収　入

20億2,921万円

期首歳計現金残高
6億8,920万円

期末歳計現金残高
10億9,850万円

支　出

42億9,566万円

収　入

304億4,475万円

収支不足　②
22億6,645万円

収支不足　③
20億7,888万円

収　入

107億7,715万円
支　出

128億5,603万円

投資活動収支の部

　支出には、人件費、旅費、需用費、補助費、扶助費等に充てられるものが計上されてい
ます。本市では、補助金等支出56億3,036万円、人件費支出48億6,759万円、社会保
障給付支出41億917万円など合計で256億9,012万円の業務活動に伴う支出がありま
した。
　一方、収入には、地方税、地方交付税など、日常の行政サービスのための支出を賄う収
入や、業務活動に対して受入れた国県補助金、使用料・手数料などが計上されています。
本市では、税収等収入250億5,727万円、国県等補助金収入47億2,314万円など、合計
で304億4,475万円の業務活動に要する収入がありました。

　支出には、公共事業や施設整備、基金積立など資産形成に充てられるものが計上されて

います。本市では、公共施設等整備費支出で16億9,985万円、基金積立金支出で20億

4,230万円など合計で42億9,566万円が投資的活動のために支出されています。

　一方、収入には、補助金収入や基金取崩などが計上されています。本市では、公共事業

や施設整備などに対する国県等補助金収入5億5,556万円、基金取崩収入8億6,860万円

など合計で20億2,921万円の投資活動に要する収入がありました。

業務活動収支の部

　支出には、地方債償還費などが計上され、本市では、地方債償還支出128億5,603万
円が計上されています。
　一方、収入には、地方債の新規発行額が計上され、本市では、地方債発行収入107億
7,715万円が計上されています。なお、地方債発行収入と地方債償還支出には収入と支
出が同額となる借換債（86億3,295万円）を含めて計上しています。

当年度歳計現金増減額 ④
4億930万円
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅵ一般会計等財務書類４表の関係

Ⅵ　財務書類４表の関係

１　燕市の一般会計等財務書類４表の関係図

【貸借対照表】　
（令和2年3月31日現在） （単位：千円）

【資金収支計算書】 【純資産変動計算書】
自 平成31年4月1日 自 平成31年4月1日
至 令和2年3月31日 （単位：千円） 至 令和2年3月31日 （単位：千円）

【行政コスト計算書】
自 平成31年4月1日
至 令和2年3月31日 （単位：千円）

 (1) 一般会計等財務書類４表の関係

　行政コスト計算書では、経常的な行政サービス
を提供することで発生するコスト（経常費用）から
受益者負担（経常収益）を控除し、税金や交付税
等で賄われるべき純行政コストが算出されます。
　①この純行政コストは一年間の純資産項目の変
動状況を示す純資産変動計算書の一項目とさ
れ、②純資産変動計算書により算出された本年度
末純資産残高は、貸借対照表の純資産合計と一
致します。
　また、③資金収支計算書では一年間の資金の
収入から支出を控除し、前年度末資金残高に加
えて、本年度末の資金残高が算出され、歳計外現
金の前年度末から期中の増減を反映させた本年
度末歳計外現金残高を加えた額（本年度末現金
預金残高）は、貸借対照表に記載された現金預金
と一致します。

純資産の部

34,569,4201.経常費用
21,537,082

　　(1)人件費

２.経常収益

0５．臨時利益

13,032,337

　業務費用
5,055,848

　移転費用

　　(2)物件費
337,624　　(3)その他

16,143,611

8,909

662,890
　使用料及び手数料等 206,041
３．純経常行政コスト 33,906,530

　(1)資産売却損 8,909

33,915,439６．純行政コスト
0

４．臨時損失

-
無償所管換
その他 10,110
本年度純資産変動額

39,400

104,858,337
△ 3,518,843

本年度末現金預金残高 1,444,818

本年度末純資産残高

　税収等

３．財務活動収支 △ 2,078,886

２．投資活動収支
　　収入合計

409,300
前年度末資金残高 689,201
本年度末資金残高 1,098,501

本年度末歳計外現金残高 346,317
12,806

前年度末歳計外現金残高 333,511
本年度歳計外現金増減額

　国県等補助金

　　収入合計 30,444,752
　　支出合計 25,690,121

　　支出合計 4,295,658

　　収入合計
　　支出合計 12,856,034

2,029,212

　　　　減価償却累計額 △ 66,831,919
　(2)無形固定資産 1,026

前年度末純資産残高 108,377,181

3,586,921
2．流動資産

158,944,450 158,944,450資産合計 負債・純資産合計

4,754,631１．業務活動収支

　(3)投資その他の資産

純資産合計 104,858,3371,444,818　(1)現金預金

　　　　土地
　　ⅱインフラ資産

　　　　建物等 580,594

-

54,086,113

２．流動負債

１．固定資産等形成 157,389,805

31,925,113

△ 38,678,565　　　　減価償却累計額

　(2)その他
4,953,874

　(1)1年内償還予定地方債 4,298,577
負債合計

　　ⅰ事業用資産 60,858,662

10,154,690
△ 52,531,468２．余剰分（不足分）

　　　　土地

資産の部 負債の部
154,281,620１．固定資産

　(1)有形固定資産 150,693,674
１．固定負債 49,132,239
　(1)地方債 43,887,550

　　　　建物等

固定資産等の変動（内部変動）

本年度資金収支額

66,771,395

資産評価差額10,777,148

△ 3,568,353

89,560,820

4,662,830

△ 2,266,446

本年度差額

純行政コスト（△） △ 33,915,439
財源 30,347,086

5,278,704
25,068,382

　(1)資産売却益

①

②

③
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅵ燕市の一般会計等財務書類４表の関係

2　市民一人当たりの一般会計等財務書類４表

【貸借対照表】　
（令和2年3月31日現在） （単位：千円）

【資金収支計算書】 【純資産変動計算書】
自 平成31年4月1日 自 平成31年4月1日
至 令和2年3月31日 （単位：千円） 至 令和2年3月31日 （単位：千円）

【行政コスト計算書】
自 平成31年4月1日
至 令和2年3月31日 （単位：千円）

(1) 市民一人当たりの財務書類の数値

人

※表示単位未満四捨五入していますので、各項目の合計が一致しない場合があります。

　貸借対照表や行政コスト計算書の各項目の金
額を市民一人当たりで算出することにより、他団
体との比較がしやすくなります。

純資産の部

資産合計 2,014 負債・純資産合計 2,014

※令和2年3月末日現在人口総数:

資産の部 負債の部
１．固定資産 1,955 １．固定負債 622

　　　　土地 404 ２．流動負債 63
　　　　建物等 846 　(1)1年内償還予定地方債 54

　(1)有形固定資産 1,909 　(1)地方債 556
　　ⅰ事業用資産 771 　(2)その他 -

　　　　土地 129 １．固定資産等形成 1,994
　　　　建物等 - ２．余剰分（不足分） △ 666

　　　　減価償却累計額 △ 490 負債合計 685
　　ⅱインフラ資産 1,135

　(3)投資その他の資産 45
2．流動資産 59

　　　　減価償却累計額 △ 847
　(2)無形固定資産 -

386 純行政コスト（△） △ 430
　　支出合計 325 財源 384

　(1)現金預金 18 純資産合計 1,328

１．業務活動収支 60 前年度末純資産残高 1,373
　　収入合計

３．財務活動収支 △ 26 固定資産等の変動（内部変動）

　税収等 318
　　収入合計 26 　国県等補助金 67

本年度資金収支額 5 その他 -
前年度末資金残高 9 本年度純資産変動額 △ 45

　　収入合計 137 資産評価差額 -
　　支出合計 163 無償所管換 0

前年度末歳計外現金残高 4
本年度歳計外現金増減額 0
本年度末歳計外現金残高 4

本年度末純資産残高 1,328

3

273
　　(1)人件費 64
　　(2)減価償却費 205

本年度末現金預金残高 18
1.経常費用 438

　(1)資産売却益

３．純経常行政コスト

　　(3)その他

　業務費用

78,933

430

430
４．臨時損失

0

　(1)資産売却損 0
５．臨時利益 0

4
　移転費用 165
２.経常収益 8
　使用料及び手数料等

本年度差額 △ 45

（「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」総務省HPより）

６．純行政コスト

0

本年度末資金残高 14

　　支出合計 54

２．投資活動収支 △ 29
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅶ一般会計等財務書類４表の分析

Ⅶ　一般会計等財務書類４表による分析

人

１　将来世代に承継する資産はどのくらいあるか（資産形成度）

(1) 住民一人当たり資産額

【住民一人当たり資産額の経年比較】

※県内類似団体との比較（平成30年度決算）

未公表 361.6 209.2 173.2

※公表時期が各団体で異なるため、平成30年度で比較しています。

資産合計 16,434,171 未公表 30,496,176 20,500,300 8,729,860

人　口 79,818 人 98,190 人 84,326 人 97,997 人 50,392 人

資 産 合 計 170,361,110 164,341,710

H28

173,016,027

住民一人当たり資産額 2,114 2,059

R元

158,944,450

2,014

新発田市 五泉市

2,138

一人当資産額 205.9

（単位：千円）

項 目 H29 H30

（単位：万円）

項　目 燕市 三条市 柏崎市

　ここまで一般会計等財務書類４表の各項目について説明してきましたが、ここからはその各
項目の数値を用いて燕市がどのような財務状況にあるのか分析していきます。
　住民が地方公共団体の財務状況に対して持つ関心事項は、「将来にわたって安定的に行政
サービスを受けることができるのか、それを可能にする財政状況にあるのか」にあると言えま
す。このような住民の関心（ニーズ）に基づき、財務書類４表を用いた各種指標を分析してい
きます。

　貸借対照表の資産合計から住民一人当たりの資産額を算出することによって、住民等に

とって理解しやすい情報になります。また、この指標により他団体との資産量を比較する

ことができます。

　令和元年度は、大規模な普通建設事業の完了により資産形成分を減価償却累計額が上

回ったことなどが要因で資産合計額が減少し、住民一人当たり資産額が減少しています。

（注）分析にあたっての留意事項

　資産に関する情報は、歳入歳出決算書に添付される財産に関する調書においても、公有財
産、物品、債権、基金などが示されていますが、地積や面積でしか資産の情報が表示されな
いなど、地方公共団体の保有する資産の価値に関する情報を知り得ることができません。
　貸借対照表は、資産の部において地方公共団体が保有する資産のストック情報を一覧表示
しており、その項目に基づく指標を用いてその地方公共団体の資産価値に関する分析ができ
ます。

※令和2年3月末日現在人口総数: 78,933

資産合計÷住民基本台帳人口

算定式
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅶ一般会計等財務書類４表の分析

(2) 歳入額対資産比率

【歳入額対資産比率の経年比較】

※歳入総額：資金収支計算書の各部の収入の総額＋前年度末資金残高

※県内類似団体との比較（平成30年度決算）

(3) 有形固定資産減価償却率

【有形固定資産減価償却率の経年比較】

※県内類似団体との比較（平成30年度決算）

減 価 償 却 累 計 額 77,454,957 88,167,059 96,939,705

分 母 197,990,913 208,344,763 211,860,880

有形固定資産減価償却率 39.1% 42.3% 45.8%

比 率 （ 年 ） 4.47 年 4.14 年 4.01 年

（単位：千円）

（単位：千円）

項 目 H28 H29 H30

項 目 H28 H29 H30

資 産 合 計 173,016,027 170,361,110 164,341,710

歳 入 総 額 38,664,459 41,156,588 41,010,596

5.01 年

項　目

91,894

　歳入に対する資産合計の割合をいいます。これまでに形成された資産が収入の何年分に

相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の度合いを測ることができます。

　令和元年度は、資産の減少に対して、ふるさと燕応援寄附金の増、幼児教育・保育無償

化に伴う地方特例交付金の増などにより歳入総額が増加したため、歳入額対資産比率は減

少しています。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

　この比率が高いほど社会資本の整備が進んでいると考えられますが、歳入規模に対して
過度の整備を行っている場合は、維持負担が大きくなり将来の財政運営を圧迫する恐れも
あることに留意が必要です。

　この比率が高いほど、近い将来、施設の大規模改造や建替え等が必要となる可
能性があります。

　有形固定資産（物品を除く）のうち、建物などの償却資産の取得価格に対する減価償却
累計額の割合をいいます。法定耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているの
かを表し、資産の老朽化のおおよその度合いを測ることができます。
　ただし、減価償却累計額の算定には耐用年数省令による耐用年数を用いることを原則と
しているため、資産の長寿命化対策を行った場合にその結果が直接反映されるものではな
いことに留意が必要です。
　令和元年度の有形固定資産減価償却率は3.6ポイント増加しており、今後も増加傾向は
継続すると見込まれます。

205,003

44,318

4.63 年

87,299

36,997

2.36 年

新発田市 五泉市

※公表時期が各団体で異なるため、平成30年度で比較しています。

分　母（B） 211,861 未公表 361,299 327,524 147,885

償却率 45.8% 未公表 49.0%

燕市 三条市 柏崎市

資産合計

歳入総額

比　率（年）

164,342

41,011

4.01 年

未公表

未公表

未公表

60,888

項　目 燕市 五泉市

304,962

R元

158,944,450

43,940,313

3.62 年

R元

105,510,484

213,648,639

49.4%

48.7% 62.1%
※公表時期が各団体で異なるため、平成30年度で比較しています。

累計額（A） 96,940 未公表 177,041 159,384

三条市 柏崎市 新発田市

算定式

資産合計÷歳入総額

算定式
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅶ一般会計等財務書類４表の分析

２　将来世代と現世代との負担の分担は適切か（世代間公平性）

(1) 純資産比率

【純資産比率】

※県内類似団体との比較（平成30年度決算）

(2) 将来世代負担比率

【将来世代負担比率】

この比率が低いほど将来世代の負担が低いことを意味します。

※ 地 方 債 残 高

H28

33,889,242

165,560,461

20.5%

104,858,337

158,944,450

66.0%

項　目 燕市 三条市 柏崎市 新発田市 五泉市

H28

116,938,392

173,016,027

67.6% 67.0% 65.9%

108,377,181

H29

資 産 合 計 170,361,110 164,341,710

（単位：百万円）

この指標は、企業会計における自己資本比率に相当するものであり、この比率が高い

ほど、財政状況が健全であることを意味します。

108,377 未公表 248,846 145,020 36,148純資産合計

純 資 産 比 率

資産合計

41.4%

H30

H29項 目

純 資 産 合 計 114,140,302

164,342 未公表 304,962 205,003 87,299

純資産比率 65.9% 未公表

21.4%

※公表時期が各団体で異なるため、平成30年度で比較しています。

将 来 世 代 負 担 比 率 20.6%

有形・無形固定資産合計

R元

31,778,648

81.6% 70.7%

　有形固定資産などの社会資本等に対して、将来の償還等が必要な負債による調達割合

（社会資本等形成充当資産の割合）をみることにより、社会資本形成に係る将来世代の負

担の程度を把握することができます。

　地方債残高は減少傾向にあり、令和元年度の将来世代負担比率は0.3ポイント減少して

いますが、有形・無形固定資産の合計額も減少傾向にあるため、概ね横ばいで推移してい

くことが見込まれます。

33,749,127 33,698,189

150,694,700

H30

21.1%

（単位：千円）

163,725,617 157,593,037

R元

　将来世代の負担となる地方債については、施設の建設など将来にわたって受益の及ぶ資産
形成のために発行ができ、その償還年限も当該地方債を財源として建設した公共施設等の耐
用年数を超えないこととされ、これにより受益と負担のバランスが保たれるよう配慮されて
います。
　貸借対照表の数値から、このような財政運営の結果として、資産形成における将来世代と
現世代までの負担のバランスが適切に保たれているのか、また、どのように推移しているの
か把握することが可能になります。

　地方公共団体は、地方債の発行を通じて、将来世代と現世代の負担の配分を行います。

純資産の変動は、将来世代と現世代との間で負担の割合が変動したことを表し、純資産の

減少は現世代が将来世代にとっても利用可能であった資源を費消して便益を享受する一方

で、将来世代に負担が先送りされたことを意味し、反対に、純資産の増加は現世代が自ら

の負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したことを意味します。

　またこれに加え、固定資産税等形成分及び余剰分（不足分）の内訳にも留意する必要が

あります。

項　目

（単位：千円）

純資産÷資産合計

算定式
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅶ一般会計等財務書類４表の分析

※県内類似団体との比較（平成30年度決算）

３　財政運営に持続可能性があるか（持続可能性・健全性）

(1) 住民一人当たり負債額

【住民一人当たり負債額の経年比較】

※県内類似団体との比較（平成30年度決算）

負債合計

人　口 79,818 人 98,190 人 84,326 人 97,997 人 50,392 人

項　目

一人当負債額 70.1 未公表 66.5 61.2 101.5

負担比率 21.4% 未公表 10.5% 18.2% 23.6%

5,596,453 未公表 5,611,580 5,998,300 5,115,047

H28

56,077,635

693

固定資産計 157,593 未公表 270,223 191,292 79,362

燕市 三条市 柏崎市 新発田市

負 債 合 計 56,220,808 55,964,529 54,086,113

　持続可能性・健全性は、財政運営に関する本質的な視点です。これに対しては、財政健全

化法の健全化判断比率による分析が行われますが、これに加えて財務書類からも有用な情報

を得ることができます。

　地方公共団体の負債に関する情報については、現行の予算に関する説明書においても、債

務負担行為額及び地方債現在高についてそれぞれ調書が添付されていますが、貸借対照表に

おいては、このほか退職手当引当金や未払金など、発生主義に基づくすべての負債を捉える

ことができます。

　貸借対照表の負債合計から住民一人当たりの負債額を算出することによって、他団体と

の比較が可能となります。

　地方債残高の減少により、令和元年度の一人当たり負債額は16千円減少しています。

項 目 R元

地方債残高

※公表時期が各団体で異なるため、平成30年度で比較しています。

※公表時期が各団体で異なるため、平成30年度で比較しています。

（単位：千円）

（単位：万円）

H30

685

五泉市

住民一人当たり負債額 698

33,698 未公表 28,240 34,793

701

H29

18,700

（単位：百万円）

※地方債残高から次にあげるものを控除したもの

　　　イ　臨時財政特例債

　　　ロ　減税補てん債

　　　ハ　臨時税収補てん債

　　　二　臨時財政対策債

　　　ホ　減収補てん債特例分

項　目 燕市 三条市 柏崎市 新発田市 五泉市

負債合計÷住民基本台帳人口

算定式

算定式

社会資本等形成の世代間負担比率

（将来世代負担比率）
＝

地方債残高（※）

有形・無形固定資産合計
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅶ一般会計等財務書類４表の分析

(２) 債務償還比率

※県内類似団体との比較（平成30年度決算）

(３) 基礎的財政収支（プライマリーバランス）

この比率が低いほど債務償還能力が高く、比率が高いほど債務償還能力が低いことを意
味します。

（単位：年）

項　目 燕市 三条市 柏崎市 新発田市 五泉市

H29 H30

　実質債務（将来負担額から充当可能基金等を控除した実質的な債務）に対する償還財源
上限額（資金収支計算書における業務活動収支の黒字分）の比率を示す指標です。
　債務償還比率は、債務の償還原資を経常的な業務活動からどれだけ確保できているかは
把握することができるため、債務償還能力を把握する上で重要な視点の１つです。
　当市では、好調に推移しているふるさと燕応援寄附金の影響などにより、充当可能財源
が増加傾向にあるため債務償還比率は改善傾向にあり、令和元年度は16.2ポイント減少し
ています。

債 務 償 還 比 率

　資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く）及び投資活動収支（基金積立
金支出及び基金取崩収入を除く）の合計額を算出することにより、債務の元利償還額を除
いた歳出と債権等発行収入を除いた歳入のバランスを示す指標となり、当該バランスが均
衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らない限り経済規模に対する債務の比
重は増加しないため国家財政の財政健全化に関して重要な指標とされています。しかし、
地方公共団体の財政に関しては、より厳密に建設公債主義が適用され、原則として赤字公
債に依存することができないため国家財政における健全化を判断する比率とは異なるもの
であることに留意が必要です。
　また、基礎的財政収支については、公共施設等の老朽化対策が喫緊の課題となる中で、
必要な事業を行えば投資活動収支は赤字になり、基礎的財政収支も赤字になります。この
ため、一概に黒字であれば評価できるというものではないことにも重ねて留意が必要で
す。
　令和元年度は、業務活動収支における、ふるさと燕応援寄附金の増加や、法人市民税、
固定資産税の増加に加え、保育無償化に伴う地方特例交付金の増加などの要因による大幅
な収支改善のほか、投資活動収支において、平成30年度に実施した大規模改修事業の完了
に伴う事業費の減少などによりマイナス幅が縮小していることなどから、基礎的財政収支
は大幅なプラスに転じています。

項 目

792.7
※公表時期が各団体で異なるため、平成30年度で比較しています。

償還償還比率 881.1 817.2 613.6 823.4

1,064.5 962.8 881.1 864.9

R元H28
（単位：年）

算定式

債務償還比率 ＝
将来負担額（※１）－充当可能財源（※２）

経常一般財源等（歳入）等（※3）－経常経費充当財源等（※4）

※１ 将来負担額については、地方公共団体健全化法上の将来負担比率の算出式による。

※２ 充当可能財源は、地方公共団体健全化法上の将来負担比率の算定式の「充当可能基金残高+充当可能特定歳入」
とする。

※３ 経常一般財源等（歳入）等は、「①経常一般財源等+②減収補填債特例分発行額+③臨時財政対策債発行可能額」
とする。

なお、①②は決算統計様式「収入の状況」、③は地方公共団体健全化法上の実質公債費率の算定式による。

※４ 経常経費充当財源等は、決算統計様式「性質別経費の状況」の経常経費充当一般財源等から、次の金額を控除

した金額とする。なお、イ～ハは地方公共団体健全化法上の実質公債費率の算定式、二は決算統計調査様式

「性質別経費の状況」による。

イ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

ロ 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの

ハ 組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと

認められるもの
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅶ一般会計等財務書類４表の分析

【基礎的財政収支】

※県内類似団体との比較（平成30年度決算）

４　行政サービスは効率的に提供されているか（効率性）

(1) 住民一人当たり純行政コスト

【住民一人当たり純行政コスト】

この数値が低いほど効率的な行政サービスが提供されていることを意味します。

※県内類似団体との比較（平成30年度決算）

基 礎 的 財 政 収 支 △ 1,247,520

※公表時期が各団体で異なるため、平成30年度で比較しています。

（単位：万円）

△ 2,418,281 △ 1,399,829

（単位：千円）

H29

△ 1,833 △ 1,025

H30 R元

　行政コスト計算書から住民一人当たりの行政コストを算出することによって、地方公共
団体の経常的な行政活動の効率性を測定することができ、他団体との比較が可能となりま
す。
　令和元年度は、主にふるさと燕応援寄附金の増加に伴う物件費の増加や社会保障給付費
の増加などの要因よる経常費用の増加により、住民一人当たり純行政コストは増加してい
ます。
　住民一人当たり純行政コストを人件費、物件費に着目してみると、平成30年度実績で他
団体と比較すると低く抑えられているため、効率的な運営を行ってきたことが分かりま
す。しかし、ふるさと納税の増加等に伴う物件費が増加しており、今後もその傾向は続く
ことが見込まれます。

項　目 燕市 三条市 柏崎市 新発田市 五泉市

業務活動収支 2,984 未公表 5,320 4,107 1,697

基礎的財政収支 △ 23 未公表 10,406 2,274 672

△ 687,308 △ 23,082 3,781,192

純 行 政 コ ス ト 34,702,289 32,722,635

R元

33,915,439

項 目 H29 H30

（単位：千円）

項 目

　地方自治法において、「地方公共団体は、その事務を処理するに当たっては、住民の福祉
の増進に努めるとともに、最小の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない」と
されています。行政コスト計算書は、地方公共団体の経常的な行政活動に係る人件費や物件
費などの費用をフルコストとして表示しているため、それらの数値を用いて行財政の効率化
を表す指標を算定することができます。

（単位：百万円）

新発田市 五泉市

純行政コスト 3,272,264 未公表 2,995,671 3,770,700 2,982,260

人　口 79,818 人 98,190 人 84,326 人 97,997 人 50,392 人

項　目 燕市 三条市 柏崎市

一人当コスト 41.0

2,983,574

△ 3,006,656

H28

住民一人当たり純行政コスト 431 410 430

業 務 活 動 収 支

投 資 活 動 収 支

1,170,761 712,521

投資活動収支 △ 3,007

4,873,931

△ 1,092,739

未公表 5,086

H28

33,304,270

412

未公表 35.5 38.5 59.2

※公表時期が各団体で異なるため、平成30年度で比較しています。

算定式

算定式

基礎的財政収支 ＝ 業務活動収支（支払利息支出を除く）

＋ 投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く）
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅶ一般会計等財務書類４表の分析

(2) 住民一人当たり人件費・物件費

【住民一人当たりの人件費・物件費】

※県内類似団体との比較（平成30年度決算）

５　受益者負担の水準はどうなっているか？（自律性）

(1) 受益者負担の割合（受益者負担比率）

【受益者負担比率】

※県内類似団体との比較（平成30年度決算）

この比率が高いほど行政サービスに対して直接対価を支払う割合が高いことを意味
します。

　行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の

金額を表すため、これを経常費用と比較することにより、行政サービス提供に対する直接

的な負担の割合を算出することができます。

　令和元年度受益者負担比率は、幼児教育・保育無償化に伴う保育実施負担金の減少など

により、0.9ポイント減少しています。

受益者負担比率

62

（単位：百万円）

76

住民一人当たり人件費

R元

64

住民一人当たり物件費 77

61

H30

568,592 929,967

　行政コスト計算書において使用料・手数料などの受益者負担の割合を算出することが可能

であるため、これを受益者負担水準の適正さ、「歳入はどのくらい税収等で賄われているか

（受益者負担の水準はどうなっているか）」の判断指標として用いることができます。

経 常 収 益

35,296,609 33,692,904

R元

662,890

（単位：万円）

物 件 費 618,040 未公表 935,301 809,800 378,609

（単位：千円）

H29

物 件 費

4,931,159 4,974,864

6,114,498 6,180,402

5,055,848

7,145,382

項 目

91

項　目

3.2%

（単位：千円）

1.6%

項　目 燕市 三条市 柏崎市 新発田市

人　口 79,818 人 98,190 人 84,326 人 97,997 人

一人当物件費 7.7 未公表 11.1 8.3

H28

※新発田市については、公表単位が百万円であるため数値を万円単位に直して表示しています。

※公表時期が各団体で異なるため、平成30年度で比較しています。

五泉市

人 件 費

一人当人件費 6.2 未公表 7.8 6.6 8.0

経 常 費 用 33,693 未公表 38,328 38,705 30,852

項　目 燕市 三条市 柏崎市 新発田市 五泉市

うち使用料・手数料 212 未公表 842 612

H29

負 担 比 率 2.8% 未公表 3.9% 2.8% 3.5%
※公表時期が各団体で異なるため、平成30年度で比較しています。

経 常 費 用

1.9%2.8%

34,569,420

632

経 常 収 益 930 未公表 1,478 1,099 1,068

1,113,282

34,440,293

7.5

H28

5,785,237

72

5,523,566

68

50,392 人

H30

497,486 未公表 659,517 647,900 404,692

人 件 費

算定式

算定式

人件費・物件費 ÷ 住民基本台帳人口

受益者負担比率 ＝
経常収益

経常費用
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第１章 一般会計等財務書類４表について　Ⅶ一般会計等財務書類４表の分析

６　一般会計等財務書類４表による分析結果の総括

　住民一人当たり資産額、歳入額対資産比率はともに県内類似団体中3番目に位置していま
すが、ふるさと燕応援寄附金の増加などの要因により、令和元年度の歳入額対資産比率は減
少しています。有形固定資産減価償却率は、合併後の新庁舎建設や、学校施設の大規模改造
事業、道路などの社会資本整備を進めてきたことにより、県内類似団体中1番目に良い数値
となっています。今後は資産形成を伴わない修繕的な工事が増えていくことが想定される
為、有形固定資産減価償却率は年々増加することが見込まれます。
　住民一人当たり負債額も同様に県内類似団体中3番目に位置しておりますが、令和元年度
においては、地方債発行額に対して地方債償還額が上回ったため、平成30年度に対して減少
しています。債務償還比率は、合併後の学校や道路などの社会資本整備の財源として地方債
を発行しているため県内類似団体中5番目に位置しています。令和元年度は地方債残高の減
少に加え、ふるさと納税を活用した基金積立額の増加などにより改善の傾向にありますが、
持続可能な行財政運営と資産形成における将来世代と現世代との負担のバランスが適切に保
たれるよう、将来負担額の大部分を占める地方債残高の推移を注視していかなければなりま
せん。
　行財政の効率化を表す住民一人当たり純行政コストは県内類似団体中2番目に高い一方
で、住民一人当たり人件費は県内類似団体中1番目に低い数値、住民一人当たり物件費は2番
目に低い数値となっていることから、経常的な行政活動に係る費用を低く抑えて行政運営を
行ってきたことが分かります。しかしながら、好調に推移しているふるさと納税に係る経費
の増加等に伴い、物件費は増加しており、今後もその傾向は続くものと見込まれます。
　基礎的財政収支は、近年公共施設等の老朽化対策の実施などにより県内類似団体と比較し
低い数値となっていますが、主にふるさと納税の増加による業務活動収支の改善により、大
きく改善しています。令和元年度においても、ふるさと納税の増加などによる影響に加え、
大規模改修事業が減少したことなどが要因となり、基礎的財政収支は大きく改善し、大幅な
プラスに転じています。基礎的財政収支は公共施設等の老朽化対策などの事業実施が赤字化
の要因となるため、一概に黒字化の傾向が評価できるというものではありませんが、財政の
健全性を維持するためにも公共施設の保有量適正化計画に沿った施設の更新が重要となりま
す。

自律性

住民一人当たり物件費（↑）

受益者負担比率（↓）

資産
形成度

世代間
公平性

効率性

純資産比率（↑）

　財務書類４表を用いた各種指標の経年比較の分析結果を簡単に表すと下表のようになりま
す。
指標欄の「↑」、「↓」は前年度対比の数値の増減を表します。
傾向欄の「　 」は改善傾向、「　 」は悪化傾向、「　 」は横ばい傾向を表します。
なお改善、悪化の傾向は前年度比５％以上の増減のあった場合に用いています。

傾　向

住民一人当たり人件費（↑）

将来世代負担比率（↓）

住民一人当たり負債額（↓）

住民一人当たり資産額（↓）

歳入額対資産比率（↓）

有形固定資産減価償却率（↑）

指　　　標

住民一人当たり純行政コスト（↑）

健全性

基礎的財政収支（プライマリーバランス）（↑）

債務償還比率（↓）
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第２章 全体会計財務書類４表について　Ⅰ作成に関する基本的事項

第2章　全体会計財務書類４表について

Ⅰ　作成に関する基本的事項

1　全体会計財務書類とは

2　作成モデル及び作成財務書類

3　連結対象範囲と連結の方法

(1) 普通会計

(2) 公営事業会計

4　作成基準日

5　会計間の調整

　一般会計等財務書類と同様に、令和元年度末（令和2年3月31日）を基準日として作成

しています。なお、令和元年度分の出納整理期間（令和2年4月1日から令和2年5月31日

まで）における出納については、基準日までに終了したものとして取り扱っています。

区　　　　分 会計名

普通会計（一般会計・土地取得特別会計）

×

国民健康保険特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

公共下水道事業特別会計

市
全
体

連
結

　市が連結の対象となる会計をひとつの行政サービスの主体とみなして連結財務書類を作

成することから、連結対象会計等で行われている資金の繰入れ繰出し、使用料の支払受入

などの内部取引を相殺消去しています。

連結
対象

○

○

○

※公共下水道事業特別会計については、公営企業法適用の移行期間中のため、対象範囲に含めていません。

連結方法

全部連結

○
公営事業
会計

普通会計

　全体会計財務書類とは、普通会計のほか、地方公共団体を構成するその他の特別会計を

一つの行政サービス実施主体とみなして作成する財務書類です。この全体会計財務書類に

より、地方公共団体全体の資産・負債、行政コスト、収益等の情報に関する財務活動を分

析することができます。

　公営企業会計を含むすべての公営事業会計が連結対象となります。

　地方公営企業法を適用している水道事業会計については、地方公営企業法施行規則等

に基づいて作成した決算書を活用しています。

　また、その他の事業会計については、普通会計の財務書類作成方法に準じて作成して

います。

　一般会計等財務書類と同様に、平成27年1月に総務省が示した「統一的な基準による地

方公会計マニュアル」に基づき、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び

資金収支計算書の財務書類４表を作成しています。
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第2章 全体会計財務書類４表について　Ⅱ全体会計貸借対照表

Ⅱ　全体会計貸借対照表

1　燕市の全体会計貸借対照表
会計：全体会計 （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 156,461,950   固定負債 49,362,912

    有形固定資産 150,694,063     地方債等 43,887,550

      事業用資産 60,858,662     長期未払金 77,635

        土地 31,925,113     退職手当引当金 5,397,727

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 4,810     その他 -

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 4,965,822

        建物 66,771,395     １年内償還予定地方債等 4,298,577

        建物減価償却累計額 -38,293,909     未払金 17,745

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 742,334     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -384,656     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 303,184

        建設仮勘定 93,576     預り金 346,317

      インフラ資産 89,560,820     その他

        土地 10,154,690 負債合計 54,328,734

        土地減損損失累計額 - 【純資産の部】

        建物 580,594   固定資産等形成分 159,570,135

        建物減価償却累計額 -330,065   余剰分（不足分） -52,405,476

        建物減損損失累計額 -   他団体出資等分 -

        工作物 145,554,316

        工作物減価償却累計額 -66,501,854

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 103,139

      物品 1,915,890

      物品減価償却累計額 -1,641,309

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 1,026

      ソフトウェア 1,026

      その他 -

    投資その他の資産 5,766,862

      投資及び出資金 248,223

        有価証券 126

        出資金 248,097

        その他 -

      長期延滞債権 999,302

      長期貸付金 394,992

      基金 4,172,369

        減債基金 -

        その他 4,172,369

      その他 -

      徴収不能引当金 -48,025

  流動資産 5,031,443

    現金預金 1,736,119

    未収金 187,138

    短期貸付金 -

    基金 3,108,185

      財政調整基金 2,464,609

      減債基金 643,576

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -

  繰延資産 - 純資産合計 107,164,659

資産合計 161,493,393 負債及び純資産合計 161,493,393
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第2章 全体会計財務書類４表について　Ⅲ全体会計行政コスト計算書

Ⅲ　全体会計行政コスト計算書

1　燕市の全体会計行政コスト計算書

会計：全体会計 （単位：千円）

　　 他会計への繰出金

    資産売却益 -
    その他 -
純行政コスト 48,309,579

    損失補償等引当金繰入額 -
    その他 -
  臨時利益 -

  臨時損失 8,909
    災害復旧事業費 -
    資産除売却損 8,909

    使用料及び手数料 207,534

    その他 489,839
純経常行政コスト 48,300,670

-

      その他 40,197

  経常収益 697,373

    移転費用 26,701,275

      補助金等 21,165,597

      社会保障給付 4,141,951

        支払利息 119,300

        徴収不能引当金繰入額 47,324

        その他 422,035

        減価償却費 8,639,459

        その他 -

      その他の業務費用 588,659

      物件費等 16,470,588

        物件費 7,471,971

        維持補修費 359,159

        賞与等引当金繰入額 303,184

        退職手当引当金繰入額 204,272

        その他 1,008,523

    業務費用 22,296,768

      人件費 5,237,520

        職員給与費 3,721,541

  経常費用 48,998,043

自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額
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第2章 全体会計財務書類４表について　Ⅳ全体会計純資産変動計算書

Ⅳ　全体会計純資産変動計算書

1　燕市の全体会計純資産変動計算書

会計：全体会計 （単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 122,108,931 178,684,729 -56,575,798 -

  純行政コスト（△） -48,309,579 -48,309,579 -

  財源 44,656,689 44,656,689 -

    税収等 31,146,863 31,146,863 -

    国県等補助金 13,509,827 13,509,827 -

  本年度差額 -3,652,890 -3,652,890 -

  固定資産等の変動（内部変動） -5,749,021 5,749,021

    有形固定資産等の増加 1,699,845 -1,699,845

    有形固定資産等の減少 -8,648,368 8,648,368

    貸付金・基金等の増加 2,937,306 -2,937,306

    貸付金・基金等の減少 -1,737,802 1,737,802

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 39,400 39,400

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 -11,330,782 -13,404,972 2,074,191

  本年度純資産変動額 -14,944,272 -19,114,594 4,170,322 -

本年度末純資産残高 107,164,659 159,570,135 -52,405,476 -

自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日
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第2章 全体会計財務書類４表について　Ⅴ全体会計資金収支計算書

Ⅴ　全体会計資金収支計算書

1　燕市の全体会計資金収支計算書

会計：全体会計 （単位：千円）

　   他会計への繰出支出

本年度末現金預金残高 1,736,119

本年度歳計外現金増減額 12,806

本年度末歳計外現金残高 346,317

本年度末資金残高 1,389,802

比例連結割合変更に伴う差額 -

前年度末歳計外現金残高 333,511

財務活動収支 -2,078,886

本年度資金収支額 -1,473,681

前年度末資金残高 2,863,484

  財務活動収入 10,777,148

    地方債等発行収入 10,777,148

    その他の収入 -

  財務活動支出 12,856,034

    地方債等償還支出 12,856,034

    その他の支出 -

    その他の収入 -

投資活動収支 -2,357,984

【財務活動収支】

    基金取崩収入 868,596

    貸付金元金回収収入 558,201

    資産売却収入 46,855

    その他の支出 -

  投資活動収入 2,029,212

    国県等補助金収入 555,560

    基金積立金支出 2,133,841

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 553,510

【投資活動収支】

  投資活動支出 4,387,196

    公共施設等整備費支出 1,699,845

    その他の支出 1,762,008

  臨時収入 -

業務活動収支 2,963,188

    その他の収入 489,885

  臨時支出 1,762,008

    災害復旧事業費支出 -

    税収等収入 31,143,690

    国県等補助金収入 12,954,267

    使用料及び手数料収入 220,716

1,353,530

      その他の支出 40,197

  業務収入 44,808,558

    移転費用支出 26,701,014

      補助金等支出 21,165,336

      社会保障給付支出 4,141,951

      物件費等支出 7,831,029

      支払利息支出 119,300

      その他の支出 394,806

  業務支出 40,083,362

    業務費用支出 13,382,348

      人件費支出 5,037,213

自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】
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令和3年3月

燕市

企画財政部企画財政課

〒959-0295

新潟県燕市吉田西太田1934番地

0256-77-8356（直通）

0256-77-8305

kikaku@city.tsubame.lg.jp
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